○広島県自然環境保全条例新旧対照表

改正後
改正後

○広島県自然環境保全条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和四十七年十二月二十六日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例第六十三号

第一条　（略）

（県等の責務）

第二条　県、事業者及び県民は、広島県環境基本条例(平成七年広島県条例第三号)第三条に定める環境の保全についての基本理念にのつとり、自然環境の適正な保全が図られるように、それぞれの立場において努めなければならない。

（市町との連携）

第二条の二　県は、この条例に定める施策を実施するときは、市町との連携に努めるものとする。

2　県は、市町が自然環境の保全に係る施策を実施するときは、必要と認める協力を行うものとする。
第三条～第十二条　（略）

(指定)

第13条 （略）

2　（略）

3 知事は、県自然環境保全地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、関係市町の長及び環境審議会の意見をきかなければならない。この場合においては、次条第一項に規定する県自然環境保全地域に関する保全計画の案についても、あわせて、その意見をきかなければならない。

4～９　（略）

第14条 （略）

第十五条　県自然環境保全地域に関する保全事業(県自然環境保全地域に関する保全計画に基づいて執行する事業であつて、当該地域における自然環境の保全のための施設で規則で定めるものに関するものをいう。以下同じ。)は、県が執行する。
２　市町は、知事の承認を受けて、県自然環境保全地域に関する保全事業の一部を執行することができる。

第十六条～第二十三条　（略）

(緑地環境保全地域に関する保全事業の執行)

第二十四条　緑地環境保全地域に関する保全事業(緑地環境保全地域に関する保全計画に基づいて執行する事業であつて、当該地域における自然環境の保全のための施設で規則で定めるものに関するものをいう。以下同じ。)は、県が執行する。

２　市町は、知事の承認を受けて、緑地環境保全地域に関する保全事業の一部を執行することができる。

第二十五条～第四十一条　（略）

(保全事業の執行に要する費用)

第四十二条　保全事業の執行に要する費用は、その保全事業を執行する者の負担とする。

２　県は、第十五条第二項又は第二十四条第二項の規定により保全事業の一部を執行する市町に対し、予算の範囲内において、その保全事業の執行に要する費用の一部を補助することができる。

　（以下　略）


○広島県自然環境保全条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和四十七年十二月二十六日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例第六十三号

第一条　（略）

（県等の責務）

第2条 県、市町村、事業者及び県民は、広島県環境基本条例(平成七年広島県条例第三号)第三条に定める環境の保全についての基本理念にのつとり、自然環境の適正な保全が図られるように、それぞれの立場において努めなければならない。

第三条～第十二条　（略）

(指定)

第十三条（略）

2　（略）

3知事は、県自然環境保全地域の指定をしようとするときは、あらかじめ、関係市町村の長及び環境審議会の意見をきかなければならない。この場合においては、次条第一項に規定する県自然環境保全地域に関する保全計画の案についても、あわせて、その意見をきかなければならない。

4～９　（略）

第十四条（略）

第十五条　県自然環境保全地域に関する保全事業(県自然環境保全地域に関する保全計画に基づいて執行する事業であつて、当該地域における自然環境の保全のための施設で規則で定めるものに関するものをいう。以下同じ。)は、県が執行する。

２　市町村は、知事の承認を受けて、県自然環境保全地域に関する保全事業の一部を執行することができる。

第十六条～第二十三条　（略）

(緑地環境保全地域に関する保全事業の執行)

第二十四条　緑地環境保全地域に関する保全事業(緑地環境保全地域に関する保全計画に基づいて執行する事業であつて、当該地域における自然環境の保全のための施設で規則で定めるものに関するものをいう。以下同じ。)は、県が執行する。
２　市町村は、知事の承認を受けて、緑地環境保全地域に関する保全事業の一部を執行することができる。

第二十五条～第四十一条　（略）

(保全事業の執行に要する費用)

第四十二条　保全事業の執行に要する費用は、その保全事業を執行する者の負担とする。

２　県は、第十五条第二項又は第二十四条第二項の規定により保全事業の一部を執行する市町村に対し、予算の範囲内において、その保全事業の執行に要する費用の一部を補助することができる。

　（以下　略）

